
事業統合
・経営主体も事業も認可も一本化
・料金、会計、資産管理等も一本化
（設立当初は会計の区分経理、水道料金の個別設定も可能）
・全給水区域内の施設の統廃合、効率的更新が容易に行える
・事例→香川県、岩手中部、群馬東部、秩父、君津など

経営統合
・同一の経営主体が複数の水道事業を経営
・事業毎に認可が必要
・会計や水道料金も事業毎に設定
・複数事業間の水融通を行う場合、第三者委託の手続きが必要
・事例→大阪広域水道企業団

：認可単位：認可単位

水道広域化のこれまでの経緯及び検討内容について
R2.8.25 全員協議会資料 （Ｎｏ．１）

①水道広域化のこれまでの経緯

奈良県・市町村長サミット

平成27年度 H28.3 第１回五條・吉野エリア水道広域推進懇話会（首長レベル）
【五條・吉野エリアにおける水道広域化手法の検討・水利権の整理】

H29.6 第２回五條・吉野エリア水道広域推進懇話会（首長レベル）
・水利権（農水省）の取得
・五條・吉野エリアにおける施設共同化案（広域化の検討・継続に合意）

平成29年度
H29.10 市町村長サミット 【県域水道一体化構想を提示】

平成30年度
H31.3 奈良県により「新県域水道ビジョン」
の策定

H30.11 検討会（事務局レベル）
【五條・吉野エリア検討については県域水道一体化の中で検討を継続】

H30.4 第１回検討会 【一体化検討体制を構築】

令和元年度

H31.4/R1.8/R1.12/R2.3 第２，３，４，５回検討会
【検討会に５つの「ワーキンググループ」（施設共同化、財政シミュレーション、基本
方針、水質管理、システム）を設置し、関係市町村が検討、協議できる体制を構築】

R2.2 市町村長サミット
【新県域水道ビジョンの概要・統合に対する考え方整理】

令和２年度
R2.5/R2.8 第６，７回検討会
・県域一体化に対する考え方（基本方針）の整理
・財政シミュレーション（単独と広域化との比較）

R2.8 市町村長サミット
【今までの検討結果の報告】

五條・吉野エリア懇話会・検討会
〔奈良県・１市３町（五條市・大淀町・吉野町・下市町）〕

県域水道一体化検討会
〔奈良県・28市町村・水質センター組合〕

R1.10 水道法の改正 【県は水道の基盤を強化するため
広域連携を推進する立場】

②新県域水道ビジョンの概要と統合に対する考え方整理（R2.2 市町村長サミット資料）
※経営統合及び事業統合とは・・・

ポイント①
水道広域化については、五條・吉野エリア（奈良県・１市３町）の枠組みから、県域
一体化（奈良県・２８市町村）の大きな枠組みに議論の場が移行した。

ポイント②
県域水道ビジョンでは、当面の間各水道事業で経営

する「経営統合」を考えていたが、検討会（市町村）
の議論や国の意見により、企業団設立当初から「事業
統合」するように方針が変更された。（※料金につい
ては、個別設定も可能であることから、具体的な方針
について協議を継続）

県域水道が抱える水道事業の諸課題解決に向けて、県と市町村及び関係団体
が共同して県域水道一体化に関する検討・協議を行うことを目的とする。
県域水道が抱える水道事業の諸課題解決に向けて、県と市町村及び関係団体
が共同して県域水道一体化に関する検討・協議を行うことを目的とする。

設立目的

※No.2③・No.3
④で解説

※No.3⑤で解説

令和８年度 経営統合

当面の間、市町村水道事業はセグメント会計として継続

概ね１０年後 事業統合 を目途

新県域水道ビジョンでは

水道用水供給事業

B水道事業
C水道事業A水道事業

旧水道用水供給事業

旧A水道事旧A水道事業
旧B水道事業

旧C水道事業

【厚生労働省（水道法）】

●統合は事業統合が基本。経営統合では水道事業認可が個別に必要で、
かつ施設共同化を行う場合、手続きが非常に煩雑となる。

●１０～２０年の事業計画のもと料金統一方針を記載すれば、事業統合と
して認可を一本化できる。
【総務省（公営企業法）】

●一旦経営統合すると個別最適化が優先され、より一層事業統合が困難
になる。事業統合が目標ならば、当初から事業統合の方針で進めるべき

国の意見

新県域水道ビジョンの概要（上水道エリア）

水道事業の課題

①水需要の減少
→３０年後に２６％減少
②水道施設の更新費用の増大
→現在の投資レベルの約３倍
に増大
③人員不足
→過去１０年で２０％減少

↓
単独では持続性が危ぶまれる

課題解決の
方向性

県営水道と市町村水道事業による経営統合

目標年次は令和８年度とし、概ね１０年後に
事業統合

【一体化のねらい】
＞施設共同化による更新費用の抑制
＞業務共同化・官民連携による体制強化
＞耐震化、老朽化への取組促進により
強靭な水道の実現
＞水質管理の一元化による安全の確保
＞危機管理体制の再構築

（企業団）（企業団）



単独における投資の考え方：経営戦略の考え方に基づき水道の安心・安全を守るのに必要な投資
経費を算出し計上（Ｒ1～Ｒ30年度） ※経営戦略：公営企業の中長期的（10年以上）な経営の基本計画

1.基幹施設整備費：安定給水や耐震性向上等を目的として基幹施設の整備費用（上記①～④）を段階的に計上
【約35億円】

2.管路更新費用：管路更新の考え方に基づき費用を計上 【約15億円（約5千万円/年）】
3.その他施設の更新費用：標準耐用年数（15～60年）の1.5～2倍延命できるものとして合理的に費用計上
（配水場・ポンプ施設等） 【約27.5億円】

R1～R30年度投資費用（人件費等含む）※人件費は3名分計上 合計 約77億5千万円

R2.8.25 全員協議会資料 （Ｎｏ．２）③ 今後の施設の更新計画【単独と広域化（施設共同化）】 水道の安心・安全を担保

（千円）

（新設）加圧ポンプ
（新設）非常用自家発電設備

（移設）北野第一
加圧ポンプ

（新設）北野第一
送水ポンプ

緊急連絡管 φ100

広域化（施設共同化）
桜ヶ丘浄水場：五條・吉野エリアにおける浄水場運転管理・配水管理の拠点としての位置づけ
・五條市（主にテクノパーク）に約2,000㎥/日を水融通
・水融通を行うことにより、単独における基幹施設整備費や管路更新費用の一部を広域化補助金
（事業費の1/3）とすることが可能
・緊急時の対策として、五條市からの水融通を検討

ポイント③
・水道の安全・安心を守る観点から、今後の投資額は増加傾向にある。
（R１～R30年度投資費用：約77億5千万円 平均 約2億6千万円／年）

・施設共同化（広域化）の場合、水融通をすることで単独における基幹施設
等の整備費用が広域化補助金の対象となるが、対象範囲等今後更なる協議
が必要。

送水管φ150
L=1,120m

※

※

：基幹施設整備

：主な配水地

：主要な管路

①平畑第一から第二への加圧ポンプ
更新整備
【R3年度～R6年度】約3億6千万円
目的：安定給水

②浄水池、配水池、送水ポンプ、沈殿
池更新整備
【R8年度～R12年度】約11億3千万円
目的：基幹施設の耐震性能向上

④排水処理施設整備
【R21年度～R25年度】約11億3千万円
目的：安定した浄水処理

管路更新の考え方について
漏水頻度、漏水時の影響範囲等を考慮し、昭和40～50年代に
布設した硬質塩ビ管を中心に管路更新を計画
Ｒ１～Ｒ10年度：薬水、比曽、今木、吉野平地区等 Ｒ10～Ｒ20年度：北野地区
Ｒ20～Ｒ30年度：南大和地区
【現状】
管路総延長：約194km  耐震管：約10km  耐震化率：約５％
震度７程度の大地震が発生した場合の耐震適合率：約24％
（※土質等の条件により耐震管と見なすことができる耐震適合管を含めたもの）
震度5～6程度の地震が発生した場合の耐震適合率：約76％

③北野第一配水場から北野第二配水
場までの送水連絡管・送水ポンプ整備
【R14年度～R18年度】約8億6千万円
目的：安定給水

単 独

広域化

今後の施設の更新計画【投資】：今後の供給単価（料金）を検討する上での大きな要因となる。
※No.3④財政シミュレーションの基礎となるもの

※

（新設）加圧ポンプ
（新設）非常用自家発電設備

（移設）北野第一
加圧ポンプ

（新設）北野第
一送水ポンプ

送水管φ150
L=1,120m

緊急連絡管Φ100



・広域化については事業統合を前提としているため、県域で１つとなった場合の給水原価 供給単価
となる。※供給単価は県統一ルールにより5年程度のスパンで料金回収率が100％を下回らないよう単価を設定

覚書・事業統合に向けたスケジュール

R2.8.25 全員協議会資料 （Ｎｏ．３）④検討会における財政シミュレーション結果【単独と広域化の比較】

（円/㎥） （千㎥）

2,500

2,000

1,500

1,000

R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30

有収水量（千㎥/年）
減少傾向

2,475 2,355 2,193 2,042 1,893 1,754 1,677

給水収益（経営戦略ベース）
（千円/年） 微増傾向

308,575 293,614 317,985 326,720 350,205 385,880 368,940

資金残高（経営戦略ベース）
（千円） 減少傾向

1,154,253 958,040 767,833 746,090 674,357 609,485 716,174

給水収益（県統一ルール）
（千円/年） 微増傾向

308,575 293,614 357,459 347,140 357,777 389,388 384,033

資金残高（県統一ルール）
（千円） 微増傾向

1,154,253 958,040 929,767 1,064,998 1,146,887 1,298,895 1,476,727

企債残高（千円）
増加傾向

1,308,245 1,323,829 1,881,658 2,089,969 2,952,628 3,475,866 3,098,732
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表2 単独経営における各項目の推移（有収水量、給水収益、資金残高、起債残高）

生活用：社人研による最新の将来人口に基づき算出 業務営業用：現在の大口水需要家の使用水量を固定して算出
有収水量＝生活用＋業務営業用（経営戦略の考え方に基づくもの）

・営業（運営）費用：現状を維持するものとして決算ベースで計上 （※電気代等動力費に関しては有収水量の推移により算出）
・営業費用（減価償却費）：投資の見通しに基づき事業を実施するものとして計上

水利権約9.8億円のうち県支払分約4.4億円については、支払い（分割）の最終年度がR7年度
となるため、次年度（Ｒ8年度）以降から減価償却費が発生

・起債：1億円以上の建設改良事業を行う年度において起債借入

・①供給単価（経営戦略ベース) 
・②供給単価（県統一ルール)

⑤今までの検討内容【8月19日水道サミット（県・市町村長会議）】

覚書（R３年1月締結予定）：広域化に向けて を進めるためのもの

統合の時期：令和6年度内に企業団を設立し、令和7年度の事業開始を目指す。

資産の引継ぎ：関係団体が所有する施設、資金、負債（起債）等の資産は統合時に企業団にすべて引き継ぐ。
ただし、引き続き財務上の諸課題については、基本協定締結までに関係団体の合意のうえ決定する。

統合の形態：事業統合・料金統一の方針で検討を進める。

水道料金について統合効果がみられない団体(葛城市・大淀町）については、それら諸課題を今後検討して
いくこととし、基本協定締結時までに関係団体の合意のうえ、対応方針を決定する。

供給単価に関して、R7年度統合時点で効果が見られない葛城市、大淀町に対しては、将来的な料金統一を
条件に、セグメント経営で対応する。
※セグメント経営とは、企業団会計の中に独立した会計区分を設け、その会計区分の中で、1つの関係団体
が、実質的に独立採算で経営していくこと。

有収水量

供給単価（広域化）

給水原価（広域化）

②供給単価（単独・
県統一ルール）

①供給単価（単独・
経営戦略ベース）

給水原価（単独）

単独の場合における財政シミュレーションの条件設定

ポイント④－2（単独と広域化の比較）
・単独の供給単価（料金）は、今後大規模な更新が必要となることから、現在に比べ
大きく値上げが必要となるが、広域化の単価レベルに追いつくまでには約20～25年
程度かかる。

・広域化の供給単価（料金）は単独に比べ緩やかに上昇していくため、単独の供給単価が
広域化に追いついた以降は、統一料金（広域化）の方が安価となる公算が高い。

ポイント⑤
セグメントにより当面の実質的な独立採算は保証されるが、広域化が大淀町
の安心・安全・安価な水道事業を担保するかを見極め、12月議会にご報告
のうえ、方向性を決定したい。
想定される補助金以外の広域化による恩恵
・事業全体が企業団（大きな公営企業）となることによるスケールメリット
【①事務関係（電算システム・事務処理・収納業務・開閉栓業務）②事業維持関係（施設関係・管路、
漏水等）業務の共同化】
・施設共同化による施設の有効利用(五條市への水融通） ・緊急時の五條市からの水融通
・セグメントにおいて料金の経過措置を受けながら統一料金を適用することで将来的に安心・安全・
安価な水道事業につなげることができる。
★単独の場合でも広域化（セグメント経営）の場合でも、技術系職員や会計事務職員
等人員の充実が今後の課題となる。

①供給単価（経営戦略ベース）の場合

（広域化の補助金を最大限活用）
国の補助金適用期間：令和７年度～令和16年度

：5年程度のスパンで経常利益がプラスとなるように単価設定
：5年程度のスパンで料金回収率が100％を下回らないよう単価設定

給
水
原
価
の
要
因

と
な
る
主
な
も
の

給水原価をベースにした供給単価（料金）の考え方

有収水量の考え方

広域化における給水原価・供給単価 ※水道サミット資料Ｐ7参考

主な内容・スケジュール：水道サミット資料Ｐ14～Ｐ16参考

②供給単価（県統一ルール）の場合

単独における今後の料金設定については、保有
資金や起債残高の動向を鑑みながら 検討して
いく必要がある。

ポイント④－1（単独の場合）
・単独における今後の供給単価は、有収水量の減少や水道の安心・安全を守るため
に必要な投資を行うことにより、将来的に上がることが想定される。


